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○播磨町保育施設等の利用調整に関する規則 

平成29年１月25日規則第１号 

改正 

平成29年10月13日規則第31号 

平成30年９月27日規則第24号 

平成31年２月13日規則第６号 

令和元年９月30日規則第13号 

令和元年10月４日規則第14号 

令和２年９月25日規則第47号 

令和３年７月30日規則第35号 

令和３年９月24日規則第40号 

令和５年10月19日規則第20号 

令和６年10月１日規則第15号 

播磨町保育施設等の利用調整に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24条第３項に規定する保育所、

認定こども園、又は家庭的保育事業等（以下「保育施設等」という。）の利用に係る調整及

び要請について、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによるほ

か、法、子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号）及び子ども・子育て支援法

施行規則（平成26年内閣府令第44号）並びに児童福祉法において使用する用語の例による。 

(１) 町内保育士 播磨町（以下「町」という。）内保育施設等又は町立幼稚園に所属する

保育士（みなし保育士を含む。）、保育教諭若しくは幼稚園教諭をいう。 

(２) 教育・保育給付認定 法第20条第４項の規定による教育・保育給付認定をいう。 

(３) 町外受託申込者 町に在住していない児童の保護者（転入予定者又は町内保育士（内

定している場合を含む。）を除く。）であって、当該保護者が在住する地方公共団体を経

由して町内保育施設等の利用について申し込んでいるものをいう。 

（利用申込み） 

第３条 教育・保育給付認定を受けた児童の保護者は、保育の利用を希望するときは、教育・

保育給付認定申請書兼教育・保育施設等利用申込書（児童台帳）（別記様式）を町長に提出

しなければならない。 

２ 前項の規定により保育の利用を希望する保護者は、利用調整のための審査及び調査に必要

な書類を提出しなければならない。ただし、教育・保育給付認定の申請をするときに、利用

調整のために必要な書類の提出があったと認められる場合は、これを省略できる。 

（利用調整） 

第４条 町長は、前条の規定による利用申込みがあったときは、別表第１に定める利用調整基

準に基づき算定した指数が高い児童から順に保育の利用に係る優先順位を決定するものとす

る。この場合において、当該指数が同一である児童が複数いる場合は、別表第２に定める順

位により保育の利用に係る優先順位を決定するものとする。ただし、町外受託申込者の優先

順位が、町内在住申込者の優先順位を上回ることはないものとする。 
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２ 町長は、前項に規定する利用調整（以下「利用調整」という。）の結果、保育の利用を決

定したときは、当該利用申込みをした保護者に通知するものとする。 

３ 町長は、利用調整の結果、次のいずれかに該当するときは、当該利用申込みをした保護者

に対し保育の利用を認めないことができる。この場合において、町長は、当該利用申込みを

した保護者に通知するものとする。 

(１) 希望する保育施設等の利用児童総数が、既に利用定員を超過しているとき。 

(２) 第１項の規定により決定した優先順位が当該利用申込みに係る児童より高い児童につ

いて保育の利用を決定したとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、町長が特に必要があると認めるとき。 

（利用申込みの特例） 

第５条 町長は、前条第３項の規定により保育の利用を認めないものとした保護者が、引き続

き当該保育の利用を希望する場合は、当該利用申込みにより保育の利用を希望した月の属す

る年度の３月を対象とした利用調整をするまでの期間利用申込みがあったものとみなし、再

度の利用申込みを必要としないことができる。 

（調査） 

第６条 町長は、利用調整に関し必要な調査を行うことができる。 

２ 町長は、前項の調査を行うため必要があると認めるときは、関係人に対し、文書の提出若

しくは提示又は説明等を求めることができる。 

（保育施設等の利用の制限又は実施の解除） 

第７条 町長は、児童又は保護者が次の各号のいずれかに該当するときは、保育の利用を制限

し、又は保育の実施を解除することができる。 

(１) 保護者が法第20条第４項に規定する教育・保育給付認定保護者でなくなったとき。 

(２) 保護者が児童の退所又は長期の欠席を届け出たとき。 

(３) 児童が保育施設等を月の初日から末日までの期間の全日数にわたって欠席したとき。 

(４) 児童が感染症疾患を有し、他の児童に悪影響を及ぼすおそれがあるとき。 

(５) 町外に転出したとき。 

(６) その他町長が保育の実施の継続を不適当と認めたとき。 

２ 町長は、前項の規定により保育の実施を解除するときは、その理由を付して、当該児童の

保護者に通知するものとする。 

（補則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、保育所等の利用調整に関し必要な事項は、町長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による規定は、平成29年度以後の保育所等利用申込から適用し、平成28年度以前

の保育所等利用申込については、なお従前の例による。 

附 則（平成29年10月13日規則第31号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則による改正後の播磨町特定教育・保育施設等の利用調整に関する規則の規定は、

平成30年４月１日以後の保育所等利用申込みに係る利用調整から適用し、同日前の保育所等

利用申込みに係る利用調整ついては、なお従前の例による。 

附 則（平成30年９月27日規則第24号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の播磨町特定教育・保育施設等の利用調整に関する規則の規定は、

平成31年４月１日以後の入所を希望する利用申込みについて適用し、同日前に入所を希望す

る利用申込みについては、なお従前の例による。 

附 則（平成31年２月13日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成31年１月21日より適用する。 

附 則（令和元年９月30日規則第13号） 

この規則は、令和元年10月１日から施行し、改正後の別表第１の規定は、令和元年９月20日

より適用する。 

附 則（令和元年10月４日規則第14号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の播磨町保育施設等の利用調整に関する規則の規定は、令和２年４

月１日以後の入所を希望する利用申込みについて適用し、同日前に入所を希望する利用申込

みについては、なお従前の例による。 

附 則（令和２年９月25日規則第47号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の播磨町保育施設等の利用調整に関する規則の規定は、令和３年４

月１日以後の入所を希望する利用申込みについて適用し、同日前に入所を希望する利用申込

みについては、なお従前の例による。 

附 則（令和３年７月30日規則第35号） 

この規則は、令和３年８月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月24日規則第40号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の播磨町保育施設等の利用調整に関する規則の規定は、令和４年４

月１日以後の入所を希望する利用申込みについて適用し、同日前に入所を希望する利用申込

みについては、なお従前の例による。 

附 則（令和５年10月19日規則第20号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則による改正後の播磨町保育施設等の利用調整に関する規則の規定は、令和６年４

月１日以後の入所を希望する利用申込みについて適用し、同日前に入所を希望する利用申込

みについては、なお従前の例による。 

附 則（令和６年○○月○○日規則第○○号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の播磨町保育施設等の利用調整に関する規則の規定は、令和７年４

月１日以後の入所を希望する利用申込みについて適用し、同日前に入所を希望する利用申込

みについては、なお従前の例による。 
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別表第１（第４条関係） 

１ 基準指数 

番号 
保護者の状況 

基準指数 
類型 細目 

１ 

就労 

月160時間以上の就労を常態とするもの 20

２ 月144時間以上の就労を常態とするもの 18

３ 月128時間以上の就労を常態とするもの 16

４ 月112時間以上の就労を常態とするもの 14

５ 月96時間以上の就労を常態とするもの 12

６ 月80時間以上の就労を常態とするもの 10

７ 月64時間以上の就労を常態とするもの ８

８ 妊娠 妊娠中（番号９に該当するものを除く。）であるもの ７

９ 出産 出産予定月又は出産月の後８週目を含む月末までの期間にあるもの 14

10 

疾病

又は

負傷 

入院 
傷病等（難病を含む。以下同じ。）により１月以上の入院を要する

と医師が診断し、又は現に１月以上入院しているもの 

20

11 

居宅内

療養 

傷病等により常時臥床状態の安静を要すると医師が診断したもの 20

12 傷病等により日常生活に著しい制限を要すると医師が診断し、又は

週３日以上の通院若しくは通所を要する一般療養のもの 

14

13 傷病等により保育が困難であると医師が診断したもの 11

14 番号11、12及び13以外のもので、療養を要すると医師が診断したも

の 

８

15 

障害 

身体障害者手帳１級若しくは２級、療育手帳Ａ判定又は精神障害者

保健福祉手帳１級若しくは２級を保持するもの 

20

16 身体障害者手帳３級、療育手帳Ｂ１判定若しくはＢ２判定又は精神

障害者保健福祉手帳３級を保持するもの 

14

17 身体障害者手帳４級、５級又は６級を保持するもの ８

18 

常時介護又

は看護 

身体障害者手帳１級若しくは２級、療育手帳Ａ判定、精神障害者保

健福祉手帳１級若しくは２級、特別児童扶養手当１級資格者証を保

持する者又は番号10若しくは11に該当すると医師が診断した者の介

護又は看護を行っているもの 

20

19 身体障害者手帳３級、療育手帳Ｂ１判定若しくはＢ２判定、精神障

害者保健福祉手帳３級、特別児童扶養手当２級資格者証を保持する

者又は番号12に該当すると医師が診断した者の介護又は看護を行っ

ているもの 

12
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20 身体障害者手帳４級、５級又は６級を保持する者又は番号13若しく

は14に該当すると医師が診断した者の介護又は看護を行っているも

の 

８

21 災害復旧 震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっているもの 20

22 求職活動 求職のため日中外出を常態とするもの ４

23 
就学・職業

訓練 

学校、専修学校若しくは各種学校又は公共職業能力開発施設等に月

64時間以上通学するもの 

８～20

24 番号23以外のもの ４

25 

虐待・ＤＶ 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13

年法律第31号）第１条第２項に規定する被害者である場合又は児童

虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）第２条に規定す

る児童虐待を受けた児童の保護者であるもの 

20

26 
その他 

番号１から25までに掲げるもののほか、保育の利用が必要であると

認められるもの 

４～20

備考 

１ この表の基準指数は、各番号に掲げる保護者の状況に該当するものが複数ある場合は、当該基準

指数の値が最も高いものを適用する。 

２ 番号１から７までに規定する就労時間には、労働基準法（昭和22年法律第49号）第34条第１項に

規定される最低限度の休憩時間を含むものとする。 

３ 番号23に規定する「学校、専修学校若しくは各種学校」とは、学校教育法（昭和22年法律第26

号）に基づく学校、専修学校又は各種学校をいい、「公共職業能力開発施設等」とは、職業能力開

発促進法（昭和44年法律第64号）に基づく公共職業能力開発施設及び職業訓練施設をいう。 

４ 番号23の基準指数は番号１から７までに掲げる基準指数の例によるものとする。 

５ 各保護者の最も高い基準指数の和を保護者の数で除した数値を当該児童に係る基準指数とする。 
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２ 調整指数 

条件

番号 
条件 調整指数 

１ 保護者が生活保護等を受けており、かつ、就労し、又は就労が内定していると

き。 

３

２ ひとり親家庭であるとき。 ５

３ 主たる生計者が解雇、倒産等により早急に就労することを要するとき（基準指数

の類型が求職活動に該当するものに限る。）。 

10

４ 申込児童が身体障害者手帳若しくは療育手帳を保持するとき、又はそれと同程度

の障害を有すると認められるとき。 

４

５ 申込児童が双生児その他これに類する児童であり、当該児童が同時に保育施設等

の利用を希望するとき。 

２

６ ３歳以下の児童を対象とする家庭的保育事業等を利用している場合で、当該利用

に係る児童が対象年齢外となることに伴い保育施設等の利用を希望するとき。 

７

７ 申込児童の兄弟姉妹が引き続き利用する保育施設等の利用を希望するとき。 ３

８ 条件番号７に該当する場合で、申込児童が希望する保育施設等と異なる保育施設

等を利用しているとき。 

４

９ 同時に２人以上の児童について保育の利用を希望するとき（保育施設等の変更を

除く。）。 

１

10 申込児童が保育施設等の一時預かり又は認可外保育施設を月64時間以上現に利用

しているとき。 

２

11 保護者が産後休業又は育児休業をしている場合で、復職予定又は利用できないま

ま復職したとき。 

３

12 利用希望日の属する年度と同一年度に自己都合による辞退歴があるとき。 －10

13 町内保育施設等を利用する児童が転園を希望するとき（条件番号８に該当するも

の若しくは条件番号17又は20に該当するものであって町長がやむを得ないと認め

たものを除く。）。 

－５

14 保護者が、町内保育士として就労し、又は内定しているとき（月160時間以上勤務

する場合に限る。）。 

10

15 保護者が、町内保育士として就労し、又は内定しているとき（条件番号14に該当

するものを除き、月120時間以上勤務する場合に限る。）。 

６

16 保護者が、町内保育士として就労し、又は内定しているとき（条件番号14又は15

に該当するものを除く。）。 

３

17 虐待のおそれがある場合等、社会的擁護が必要であると認められるとき。 ５



8/11 

18 保育所等の利用予約を申請しており、仮決定を既に通知されているとき。 20

19 申込児童が同一保育施設等において、認定こども園教育部（認定こども園の機能

のうち、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律（平成18年法律第77号。以下「認定こども園法」という。）第２条第８項に規

定する教育を行う機能を有する部分をいう。以下同じ。）から認定こども園保育

部（認定こども園の機能のうち、認定こども園法第２条第９項に規定する保育を

行う機能を有する部分をいう。）への移行を希望しているとき（基準指数の類型

が求職活動に該当する場合を除く。）。 

10

20 児童福祉等の観点から特に保育の利用が必要であると認められるとき。 １～10

備考 

１ 調整指数は、各条件に該当するものが複数ある場合は、当該調整指数を合算して算出するものと

する。 

２ 条件番号２に規定するひとり親家庭とは、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129

号）による配偶者のない者で現に児童を扶養しているものをいう。 

３ 条件番号10に規定する一時預かりとは、児童福祉法第34条の12第１項に規定する届け出を行った

施設のうち、「一時預かりの実施について」（令和６年３月30日５文科初第2592号、こ成保第191

号）で定める一般型の事業を行う施設をいい、認可外保育施設とは、児童福祉法第59条の２第１項

に規定する施設（同項の規定による届出がされたものに限る。）をいう。 

４ 条件番号９及び13に規定する保育施設等は、認定こども園教育部を除くものとする。 

５ 条件番号11に掲げる条件は、希望する保育の利用開始日が属する月の翌月１日までに復職する場

合に適用する。 
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別表第２（第４条関係） 

順

位 
項目 

１ 緊急性が非常に高く、特別な配慮が必要であると認められるもの 

２ 保育施設等の希望順位が高いもの 

３ 保護者のいずれかが町内保育士として勤務している世帯（月120時間以上勤務する場

合に限る。） 

４ 保護者のいずれかが町内保育士として内定している世帯（月120時間以上勤務する場

合に限る。） 

５ 申込児童の待機期間が長いもの 

６ 別表第１に定める利用調整基準に基づき算定した基準指数が高いもの 

７ 町内に勤務し、又は内定しているもの 

８ 申込児童が過去にいずれの保育施設等も利用していないもの 

９ 利用者負担額算定基準となる課税年度の世帯収入が少ない世帯 

10 養育する児童の人数が多い世帯 

11 過去に保育料を滞納していない世帯 

12 申請日が早い世帯 
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別記様式（第３条関係） 

 

別記様式（第3条関係）

播磨町長様 　　

歳

歳

歳

歳

歳

歳

歳

歳

※標準時間：１日あたり11時間の保育

　 　 短時間：１日あたり8時間の保育

※保育施設等とは、認可保育所、認定こども園保育部分、小規模保育、家庭的保育、居宅内訪問型保育、事業所内保育（地域枠）を言います。

申請
児童

フリガナ 生年月日 年　　  　月　  　　日生

氏名
　　　年4月1日
時点の年齢

   　年度用

□新規　□継続　□転園

教育・保育給付認定申請書兼教育・保育施設等利用申込書（児童台帳）

年　　　月　　　日

次のとおり施設型給付費・地域型保育給付費に係る教育・保育給付認定の申請及び特定教育・保育施設等の利用申込みをします。

現在の住所地①
〒　　　　　　-

兵庫県加古郡播磨町

保護者の１月１日時点
の住所地②

（前年及び本年）

・ 　　　年1月1日時点　　□播磨町内
※住所地が町外の場合は以下に記入
□父　　　　　  都・道・府・県　　　　　   市・区・町・村

□母　　　　  　都・道・府・県　　　　　   市・区・町・村

・　　　年1月1日時点　　□播磨町内
※住所地が町外の場合は以下に記入
□父　　　　　　　都・道・府・県　　　　　　　　　市・区・町・村

□母　　　　　　　都・道・府・県　　　　　　　　　市・区・町・村

保護者連絡先 （父携帯） （母携帯） （自宅）

1.世帯員の状況（二世帯住宅や別棟などでも、同一敷地内の場合は、「同居」とみなして全員記入してください）
※別住所地で生計を一にしている児童がいる場合は、戸籍謄本及び住民票を添付の上「同居」として記入してください。

申
請
者

フリガナ
児童との

続柄
生年月日

　　　年4月1日

時点の年齢 性別
障がい等の

有無
日中の状況

（就労、育休中等）氏名

年　　月　　日生

申

請

者

は

保

護

者

（
父

母

）
の

う

ち

ど

ち

ら

か

を

選

択

し

て

く

だ

さ

い

。

町

か

ら

の

通

知

等

は

申

請

者

宛

に

送

付

し

ま

す

。 本人 年　　月　　日生

年　　月　　日生

男　・　女 有　・　無
 就労 ・ 育休 ・ 療養

 産休 ・ 妊娠 ・ 介護 ・ 求職

 その他 （　　　　　　　　）

□ 母 年　　月　　日生 男　・　女 有　・　無
 就労 ・ 育休 ・ 療養

 産休 ・ 妊娠 ・ 介護 ・ 求職

 その他 （　　　　　　　　）

□ 父 年　　月　　日生

男　・　女 有　・　無
現在利用中の施設

　有　（　　　　　　　　　　　　）

　無

年　　月　　日生 男　・　女 有　・　無

男　・　女 有　・　無

有　・　無

2.保育を希望する期間、希望する特定教育・保育施設等

教育・保育を希望する期間 　　　　年　　　月 　　日から　　　　　年　　　月 末日まで　　 □小学校就学前まで

男　・　女 有　・　無

年　　月　　日生 男　・　女

児
童
の
世
帯
員

保育が決定しなかった場合は、引き続き希望されますか？ □希望する □希望しない

◎町外保育施設等を希望される場合は、必ず町内保育施設より上位に町外保育施設等を記載してください！

希望する特定
教育・保育施設等

第1希望 希望理由 幼稚園、認定こども園教育部併願の有無（有

りの場合、幼稚園等にも申請が必要）

第2希望 希望理由

□保育

第5希望 希望理由
希望する保育時間 □標準 □短

□　有 □　無

併願する施設名
第3希望 希望理由

第4希望 希望理由

優先するのは □教育

優先事項 □同施設 □希望順位 その他

(裏面もご記入ください。）

第6希望 希望理由
⇐第6希望は0～2歳児クラスのみ希望可能

3.同時に利用を申し込む兄弟姉妹がいる場合

入所先 □同じに限る □別々でもよい 入所時期 □同じに限る □1人ずつでもよい

保
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